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自民党の経済安全保陣推進本部すま、各地で建設が相次ぐデータセンター (DC)関連の
法整備検討を政府に提言している。高市内閣発足に伴う党人事で、同本部長に就任した

大野敬太郎衆院議員は「DCからデータ流出が起きれば、安全保障上の巨大なリスクに
なり得る」と危機感を示す。

――なぜ法整備が必要なのか。

「DCやクラウドサービスには、金融や医療、電力などの社会機能を支えるデータが保
存されている。いまや国民生活と切つても切り離せない重要なインフラだど

「しかし、DCやクラウドサービスの業許ヵ文を所管する法律 tよない。政府は、国内のDC
やクラウドサービスの事業実態を把握できていないのが現状だ」



「サイバー攻撃で、DCやクラウドサービスの機能が阻害されれば、社会生活が混乱す

る事態になる。有事の際、政府が事業者と連携して対応するためには、事業実態の把握

が必要だ。そのための法整備を検討する必要がある」

―一提言では、データ流出を防ぐ「データセキュリティ」の重要性も訴えている。

「例えば、悪意ある第二者が、血液検査でわかつた個人の遺伝子情報を大量に窃取した

場合、日本人に特徴的な遺伝子を見つけ、日本人を攻撃する薬を開発してしまうかもし

れない。遺伝子情報は、個人情報であるのと同時に、国の安全保障に関わる情報でもあ

る」

「現在でも、企業は、個人情報保護法などを踏まえ、1青報流出防止に必要な備えをして

いるだろう。しかし、安全保障上の重要な情報については、情報流出が起きないよう、

より強固な蓋をしなければならない」

「情報管理の方法など、保有者が取るべき対応を法律で規制すべきではないか。対象と

しては、遺伝子情報のほか、医療情報、金融情報といったものが想定される」

――法整備を進める上での注意点はどこにあるか。

「ぎちぎちにルールを定め、箸の上げ下げまで決めてしまうと、現実離れした規制にな

る。規制が原因で国内への投資が進まないといつたことが起きてはいけない」

「事業者の自由な経済活動の確保と、経済安全保障上のリスク低減とのバランスを見極

める必要がある」

――各地でDCの建設が相次いでおり、誘致を目指す自治体も多い。

「大企業は投資を海外に振り向けているが、日本経済の成長のためには国内に投資を呼

び込まなければならない。大量のデータを保存するDCは、国家戦略上の重要な領域で
あり、民間投資を促していくべきだ。地方に誘致できれば、半導体産業のように地方で

の産業集積やそこで働く人の賃金上昇といつた好循環が期待できる」

一一A工 (人工知能)などの技術革新のためにも必要な設備だ。

「先進的な商品やサービスを生み出すにはAIをいかに使いこなしていくかが間われ
る。AIを利活用するには、AIが学習するデータをどれだけ収集できているかがカギ
を握る。そのデータを保存するのがDCだ。産業競争力を左右するインフラでもある」

「海底ケーブルを使えば、海外のサーバーにデータを保存することは可能だ。しかし、

自国のデータすよ自国で守るという『データ主権』の観点から考えて、重要なデータtよ国

内のDCで保管することが望ましい。国内のサーバーで保管していた場合、違法アクセ



スが疑われれば、日本の法律を適用できる。海外に移してしまえば、他国の法律に従う

ことになり、十分な対応ができるかわからない」

――クラウド事業者は米アマゾン 。ドット・コムなど巨大 IT企業のシェア (占有率 )
が高い。

「国内事業者と海外勢とでは技術や規模で差がある。現状は、海外勢のサービスを利用

することが必要だが、国内のクラウド事業者を育てていきたい」

「私も技術屋の端くれだが、米アマゾン・ウェブ・サーどス (AWS)は昔からあつた
わけですよない。日本の会社もかつて、コンピューター開発を巡り、『象』と呼ばれた巨大

な米IBMに拶【んでいつた。クラウド事業でも、日本企業が可能性にチャレンジできる
環境作りをしたい」
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